
Ⅰ 基本方針

沖縄県建設技術センターは、沖縄県と県内すべての市町村の出捐により昭和５８

年に設立され、県内で使用される建設材料の品質管理試験をはじめ、県や市町村の

技術者等を対象とした技術研修、公共工事に関する総合的な技術支援、及び住宅建

築に係る確認・検査などを実施してきた。

公益法人として３年目となる令和３年度は、建設行政の補完・支援機関としての

役割を果たすため、建設業務に携わる技術者の育成、社会資本の整備や維持管理、

及び安全・安心な住環境の実現に向け、更なる支援等を行っていく。

なお、重点施策として、電子成果物等の効率的管理体制を推進するとともに、

OCTC 公共施設情報管理システムの拡充により、県・市町村の活用拡大を推進する。

また、令和２年度には新たに道路占用等許認可業務支援システムを構築しており、

道路許認可における効率的な事務処理等を支援する。

Ⅱ 公益目的事業

１ 研修事業

県・市町村及び民間企業の技術職員を対象に、急速に多様化・高度化する建

設技術に対応した専門的知識・技能等の習得及び向上を図る研修等を行い、良

質な社会資本の整備を担う人材育成を図る。

２ 建設技術情報提供事業

建設技術者をはじめ広く一般県民へ、各種建設事業報告書や建設技術図書等

を無償で公開し、良質な社会資本整備の県民生活における役割等の啓発に努め

る。

３ 建設材料試験事業

建設工事に使用する建設材料の土質試験、コンクリート試験、化学試験等の

品質管理試験業務を実施する。

４ 建設リサイクル資材試験・認定事業

資源循環型社会の構築を目指し県が策定した「沖縄県リサイクル資材評価認

定制度」の審査等機関として、建設リサイクル資材（ゆいくる材）の認定や運

営に関する事業、及びゆいくる材の品質管理試験業務等を実施する。

５ 調査研究事業

道路構造物耐久性調査業務を推進するとともに、フライアッシュコンクリー

ト利用促進に向けた調査研究を実施する。

６ 公共土木施設台帳管理事業

公共土木施設の台帳・点検データ等を一元的に管理する OCTC 公共施設情

報管理システムの市町村への利活用拡大と、道路パトロールや道路苦情処理等

の業務支援システムの構築を推進する。

また、市町村道の道路台帳整備や、道路施設点検業務等の拡充を推進する。

７ 開発情報事業



電子納品成果物の品質審査確認業務等を実施するとともに、電子納品保管管

理業務を推進し、県や民間企業等のＣＡＬＳ／ＥＣ関連業務を支援する。

また、市町村への電子納品普及活動を実施し、支援拡大に繋げる。

８ 建築確認・検査事業

建築工事に着手する前の、計画段階における建築基準法等への適合性を審査

確認するとともに、工事中における中間検査及び工事完了時の完了検査を実施

する。

９ 構造計算適合性判定事業

建築確認に係る、構造計算適合性判定業務を実施する。

Ⅲ 収益事業

１ 総合的技術支援事業

県が発注する、道路、河川、橋梁整備等の積算、監督業務を支援するととも

に、総合評価落札方式の技術審査業務の拡充を図る。

２ 住宅性能評価事業

（１）住宅性能評価等業務

法令に基づく住宅の性能評価、長期優良住宅、低炭素建築物の技術審査及び

建築物の省エネルギー適合性判定を実施する。

（２）住宅瑕疵担保責任保険等業務

住宅瑕疵保険に係る保険法人が提供する保険の申込み受理、審査、検査、

保険証券発行手続き及び、消費税引上げによる住宅取得者の負担緩和制度に

基づくすまい給付金等の申請受付事務を実施する。

（３）適合証明業務及び沖縄公庫融資住宅工事審査業務

住宅金融支援機構が提供するフラット３５住宅ローンの適合証明業務及び、

沖縄振興開発金融公庫融資住宅工事審査業務を実施する。

Ⅳ その他の事業

１ 新庁舎建設事業

新庁舎の建設場所を、現在の普天間庁舎敷地に決定し計画を進めている。

平成 29 年度には基本設計を実施済みであり、今後は着実に建設費を積み立

て、早期の建設着手を目指す。

２ 建設産業の魅力を伝える取り組み

○おきなわ建設フェスタへの参画(１１月)

次世代を担う子供達とその保護者等に向けて、生活・社会基盤の整備を担

う建設産業の魅力を楽しく、正しく理解してもらうことを目的に開催するも

のであり、センターも積極的に協力していく。


